
【表紙】

【提出書類】 有価証券報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成20年４月28日

【事業年度】 第13期（自　平成19年２月１日　至　平成20年１月31日）

【会社名】 株式会社ナルミヤ・インターナショナル

【英訳名】 NARUMIYA INTERNATIONAL Co.,Ltd.

【代表者の役職氏名】 代表取締役執行役員社長　　岩本　一仁

【本店の所在の場所】 東京都港区北青山三丁目１番２号

【電話番号】 ０３－６４３９－３５００

【事務連絡者氏名】 取締役執行役員常務管理本部長　　上田　千秋

【最寄りの連絡場所】 東京都港区北青山三丁目１番２号

【電話番号】 ０３－６４３９－３５００

【事務連絡者氏名】 取締役執行役員常務管理本部長　　上田　千秋

【縦覧に供する場所】 株式会社ジャスダック証券取引所

（東京都中央区日本橋茅場町一丁目４番９号）

EDINET提出書類

株式会社ナルミヤ・インターナショナル(E02981)

有価証券報告書

 1/68



第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

提出会社の最近５事業年度に係る主要な経営指標等の推移

回次 第９期 第10期 第11期 第12期 第13期

決算年月 平成16年１月 平成17年１月 平成18年１月 平成19年１月 平成20年１月

売上高 (千円) 35,319,623 35,790,711 29,993,846 26,770,919 24,486,441

経常利益 (千円) 4,242,059 3,776,462 1,651,621 614,192 158,695

当期純利益 (千円) 2,203,713 2,010,624 862,811 275,045 6,665

持分法を適用した場

合の投資利益
(千円) － － － － －

資本金 (千円) 150,000 150,000 655,550 920,550 920,550

発行済株式総数 (株) 1,080 86,400 92,340 109,300 109,300

純資産額 (千円) 5,870,395 7,357,090 9,097,181 9,621,919 9,296,567

総資産額 (千円) 16,208,175 14,598,032 14,159,294 14,068,634 12,617,031

１株当たり純資産額 (円) 5,342,958.53 85,151.51 98,518.31 88,032.20 85,055.51

１株当たり配当額

（内１株当たり中間

配当額）

(円)

(円)

392,000

(－)

4,600

(－)

3,000

(－)

3,000

(－)

3,000

(－)

１株当たり当期純利

益
(円) 2,091,166.74 23,271.12 9,456.71 2,567.25 60.98

潜在株式調整後１株

当たり当期純利益
(円) － － 8,083.75 2,522.56 －

自己資本比率 (％) 36.2 50.4 64.2 68.4 73.7

自己資本利益率 (％) 46.4 30.4 10.5 2.9 0.1

株価収益率 (倍) － － 29.6 25.1 836.3

配当性向 (％) 18.7 19.8 31.7 116.9 4,919.6

営業活動による

キャッシュ・フロー
(千円) 2,010,738 806,965 △548,276 754,246 △390,924

投資活動による

キャッシュ・フロー
(千円) △784,824 △921,975 △395,160 △1,248,096 △1,702,865

財務活動による

キャッシュ・フロー
(千円) 99,107 △423,360 846,134 250,002 △325,855

現金及び現金同等物

の期末残高
(千円) 5,286,114 4,747,743 4,650,441 4,406,594 1,986,949

従業員数 (名)
1,611

〔466〕

1,679

〔469〕

1,608

〔506〕

1,409

〔416〕

1,343

〔357〕

　（注）１　当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。

４　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、第10期以前はストックオプション制度導入に伴う新株予

約権残高がありますが、当社株式は非上場・非登録であり、期中平均株価が把握できませんので記載してお

りません。第13期については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。

５　第10期以前の株価収益率については、当社株式は非上場・非登録でありますので記載しておりません。

６　従業員数欄の〔　〕は、外書にて臨時従業員の年間平均雇用人員であります。
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７　当社は、平成16年５月15日付で１株につき80株の割合をもって株式分割を行っております。なお、第10期の１

株当たり当期純利益は、期首に株式分割が行われたものとして計算しております。

８　平成17年３月９日付有償一般募集(ブックビルディング方式による募集)により資本金は、495,550千円、発行済

株式総数は、5,300株増加しております。

９　第12期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号平成17年12月９日）を適用しております。　
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２【沿革】

　当社は平成７年８月に株式会社エヌ・アイ・コーポレーションとして設立し旧株式会社ナルミヤ・インターナショ

ナル（昭和27年12月設立の成宮織物株式会社、のちのナルミヤエンタープライズ株式会社より平成３年７月に分社独

立）より営業譲渡を受け、株式会社ナルミヤ・インターナショナルに商号変更するとともに現在に至っております。

従いまして、以下の記載事項につきましては成宮織物株式会社から当社に至るまでを記載しております。

　尚、当社は主要事業に関し、平成７年９月に旧株式会社ナルミヤ・インターナショナル（平成17年９月30日清算

済）から営業譲渡を受けています。また、同社は同事業に関し、平成３年７月にナルミヤエンタープライズ株式会社

より営業譲渡を受けています。

　これら２件の資産譲渡には、旧商法第246条に規定する事後設立に係る株主総会特別決議の手続きが必要です。同

条文によれば、これら決議には裁判所の指名する検査役の調査が必要とされますが、両取引ともに資産譲渡時には

本手続が未了となっておりました。事後ながら、両取引とも平成16年１月に東京地方裁判所の指名した検査役の検

査を受け、財産価格は適正とする報告書の下、各譲受人の株主総会の決議を得ております。

(注)株式会社エヌ・アイ・コーポレーションは平成17年９月30日に清算しております。
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年月 概要

昭和27年12月 呉服問屋として広島県広島市中区に成宮織物株式会社を設立。

昭和43年４月 セーターに新しい提案を託したブランド「ノバラ」「バルバラ・アージュ」を展示会発表。

昭和45年２月 東京都品川区西五反田東京卸売センターに営業所開設。婦人アパレル市場に進出。

昭和50年４月 大阪府大阪市東区京橋大阪マーチャンダイズマートに大阪支店開設。

昭和52年６月 福岡県福岡市博多駅前福岡ファッションビルに福岡支店開設。

昭和54年10月 東京都港区北青山に東京本社を開設し、株式会社ナルミヤに商号変更。

昭和57年３月 海外ブランド「K-ファクトリー」がニューヨークデビュー。

昭和58年８月 東京都渋谷区神宮前に第２東京本社ビル開設。

昭和60年８月 子供向けブランド「MINI-K」を発表。

昭和63年３月 子供向けブランド「mezzo piano」を発表。

平成３年７月 株式会社ナルミヤをナルミヤエンタープライズ株式会社に商号変更。同社の呉服事業部とアパレ

ル事業部を分社独立。アパレル事業部は、株式会社ナルミヤ・インターナショナルとして発足。

平成３年９月 ジュニアブランド「ANGEL BLUE」を発表。

平成７年８月 株式会社エヌ・アイ・コーポレーションを設立。

平成７年８月 レディースブランド「jusqua」を展示会発表。

平成７年９月 株式会社ナルミヤ・インターナショナルより営業譲受。同時に株式会社ナルミヤ・インターナ

ショナルへ商号変更。

平成９年３月 フレンチテイストのカジュアルブランド「pom ponette」を展示会発表。

平成10年３月 フレンチテイストのカジュアルブランド「pom ponette junior」を展示会発表。

平成10年８月 ジュニアブランド「DAISY LOVERS」を展示会発表。

平成11年３月 ストリートカジュアルブランド「BLUE CROSS」を展示会発表。

平成11年８月 ジュニアブランド「mezzo piano junior」を展示会発表。

平成12年１月 レディースブランド「Pink Papillon」を展示会発表。

平成13年３月 東急百貨店吉祥寺店にジュニア４ブランド（「mezzo piano junior」「ANGEL BLUE」「DAISY 

LOVERS」「pom ponette junior」）を集結した「JUNIOR CITY」を出店。

平成14年３月 「JUNIOR CITY」を渋谷109－②に出店し、ファッションビルにおける直営店の展開を開始。

「商品化権許諾契約書」を株式会社バンダイと締結し、以後コラボレーション事業を開始。

平成14年８月 ジュニアブランド「BLUE CROSS girls」を展示会発表。

トドラーブランド「DAISY LOVERS Paradise kids」を展示会発表。

平成14年12月 「JUNIOR CITY」を丸井今井札幌店に出店、喫茶店を併設。

平成15年２月 柏そごう店にベビー・トドラー４ブランド（「MINI-K」「mezzo piano」「pom ponette」

「DAISY LOVERS Paradise kids」）を集結した「HAPPY TOWN」を出店。

平成15年12月 東京都港区北青山に本社事務所移転。本社・企画生産・営業部門を集約。

平成16年３月 ベビー・トドラーブランド「MINI-K FACTORY」を展示会発表。

平成16年８月 ベビー・トドラーブランド「ANGEL BLUE kids」を展示会発表。

平成16年12月 東京都港区北青山に本社事務所移転。本社・企画生産・営業・レディース部門を集約。

平成17年３月 株式会社ジャスダック証券取引所に株式上場。

平成17年11月 神奈川県川崎市川崎区に物流センター移転。

平成19年５月 トドラーブランド「paul frank」を展示会発表。
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３【事業の内容】

　当社は、子供服の販売、婦人服の販売、その他の事業を営んでおります。当社が販売する商品は、ベビー（０歳～2.5

歳）・トドラー（３歳～９歳）及びジュニア（10歳～15歳）並びにヤングレディス（10代後半～20代以上）を対象

とし、商品は全て当社で企画・開発したものであり複数ブランドにて展開しております。これらの商品は、主に全国主

要百貨店（平成20年１月末現在において983売場の百貨店インショップでは、店頭の在庫管理を自社にて行い自社販

売社員が接客販売を行う）及び専門店等における卸売の他、当社直営店で小売を行っております。その他の事業とし

ましては、ライセンス事業があります。コラボレーション企業に対し当社の所有するブランド名、キャラクターの商標

使用権等を供与し、コラボレーション企業と協力して文具等の商品開発を行い、ロイヤリティを徴収するビジネスを

展開しております。

　事業の系統図は、次のとおりであります。

　（注）１　当社のブランド名称、若しくはキャラクターを使用し、アパレル以外の分野における商品等を製造する企業で

あります。

２　百貨店内の売場において、消費者に対して販売されたものについてのみ仕入が計上される取引であります。
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３　各事業に於けるブランド名は下記のとおりであります。

事業 ブランド名

ジュニアブランド

ANGEL BLUE・mezzo piano junior・pom ponette junior・DAISY LOVERS・

BLUE CROSS girls・BLUE CROSS

ベビー・トドラーブランド

MINI-K・mezzo piano・pom ponette・DAISY LOVERS Paradise kids

ANGEL BLUE kids・paul frank

ヤングレディスブランド jusqua・Pink Papillon

４【関係会社の状況】

　該当事項はありません。

５【従業員の状況】

(1）提出会社の状況

 平成20年１月31日現在

従業員数（名） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

 1,343〔357〕 28.8 4.9 3,333,896

　（注）１　従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は、年間平均雇用人数を〔　〕外数で記載しております。

２　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

(2）労働組合の状況

　労使関係は概ね円満に推移しており、特記すべき事項はありません。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1)業績

当事業年度における我が国の経済は、前半は外需に支えられ、企業業績の回復や雇用情勢の改善等、緩やかながら景

気が回復していたものの、後半は政治の混乱による構造改革の後退等、国内経済の先行きが懸念されるようになり、ま

たサブプライムローン問題に端を発した世界的金融市場の混乱や原油高による材料費の高騰等により、消費者マイン

ドに低下傾向が見られるようになりました。

当社が属するアパレル業界におきましても、大きなトレンドの変化を促す要素に乏しく、業界内の競争激化とも相

まって厳しい経営環境が継続いたしました。

このような状況の中で当社は、利益率を回復させる為に、既存ブランドの新規出店数を66店舗（前事業年度83店

舗）と抑制し、また不採算店舗78店舗の退店を進め、店舗採算の改善に努めました。 

一方で、ショッピングセンター向けの新ブランド「the paul frank store」の出店を開始いたしました。平成20年１月31

日現在、合計12箇所のショッピングセンターに出店し、中価格帯のアイテムを充実させ、ファミリー層をターゲットに

新規顧客の開拓を進めております。 

以上の結果、当事業年度の業績は、売上高244億86百万円（前年同期比8.5％減）、経常利益１億58百万円（前年同期

比74.2％減）、当期純利益６百万円（前年同期比97.6％減）と前年を下回って推移しました。

また、平成19年８月22日、当社株式の公開買付けの終了後、平成19年11月21日開催の臨時株主総会において選任され

た３名の取締役の就任、また１名の執行役員を外部より新たに受け入れ、経営体制の強化を図りました。

それぞれが豊富な経験と知識を持ち、当社の経営及び企業価値の向上にきわめて有益な人材であり、これらの人材を

加えた新経営陣の下で、当社は業績の改善に向けた新たな施策を実行に移しております。 

(２)キャッシュ・フローの状況

　　 　当事業年度末における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)の残高は、前事業年度末の残高44億６百万円に対し

て24億19百万円減少し、19億86百万円となりました。

　　 　当事業年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

　　当事業年度における営業活動の結果使用した資金は、３億90百万円(前年同期は７億54百万円の収入)となりま

 した。

　　これは主に、税引前当期純利益82百万円、減価償却費２億92百万円、売上債権の減少３億39百万円等があったものの、仕

入債務の減少11億34百万円の支出があったことによるものであります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

　当事業年度における投資活動の結果使用した資金は、17億２百万円(前年同期は12億48百万円の支出)となりま

した。

　　これは主に、長期性預金の預入による支出11億円、新規出店及びリニューアル等に伴う有形固定資産取得による支出３

億18百万円の支出があったことによるものであります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

　　当事業年度における財務活動の結果使用した資金は、３億25百万円(前年同期は２億50百万円の収入)となりま

　した。

　　これは、配当金の支払によるものであります。
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２【生産、仕入及び販売の状況】

(1）生産実績

　当事業年度における生産実績を事業別に示すと、次のとおりであります。

事業

当事業年度
（自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日）

生産高（千円） 前年同期比（％）

ジュニアブランド ― ―

ベビー・トドラーブランド 19,901 27.5

ヤングレディスブランド 90,924 76.2

合計 110,826 57.8

　（注）１　金額は、販売価格によっております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）仕入実績

　当事業年度における仕入実績を事業別に示すと、次のとおりであります。

事業

当事業年度
（自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日）

仕入高（千円） 前年同期比（％）

ジュニアブランド 5,771,476 87.5

ベビー・トドラーブランド 4,523,233 96.4

ヤングレディスブランド 366,331 94.6

合計 10,661,040 91.3

　（注）１　金額は、仕入価格によっております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(3）販売実績

　当事業年度における販売実績を事業別に示すと、次のとおりであります。

事業

当事業年度
（自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日）

販売高（千円） 前年同期比（％）

ジュニアブランド 13,487,250 89.2

ベビー・トドラーブランド 9,937,845 95.1

ヤングレディスブランド 710,054 95.0

ロイヤリティ収入 274,909 86.2

その他 76,380 53.9

合計 24,486,441 91.5

　（注）１　金額は、販売価格によっております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３　その他の主な内容は、コラボレーション企業からの商品販売手数料収入等であります。
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４　当事業年度における販売実績をブランド別に示すと、次のとおりであります。

 ブランド

当事業年度
（自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日）

販売高（千円） 前年同期比（％）

ジュニア

ブランド

ANGEL BLUE 2,835,212 78.2

mezzo piano junior 2,808,368 97.6

pom ponette junior 2,163,961 94.0

DAISY LOVERS 2,518,881 91.6

BLUE CROSS girls 1,134,679 81.2

BLUE CROSS 2,026,147 93.8

小　　計 13,487,250 89.2

ベビー・

トドラー

ブランド

MINI-K 1,119,179 71.2

mezzo piano 5,238,622 98.1

pom ponette 1,617,923 89.3

DAISY LOVERS Paradise kids 933,412 101.5

ANGEL BLUE kids 893,083 110.7

paul frank 135,624 ―

小　　計 9,937,845 95.1

ヤング

レディス

ブランド

jusqua 674,023 90.3

Pink Papillon 36,030 ―

小　　計 710,054 95.0
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３【対処すべき課題】

　　翌期の我が国経済の見通しといたしましては、景気の緩やかな回復は当面持続すると思われますが、北京五輪後の中

国経済に不透明感があることや、原油価格の高止まり等によるスタグフレーションの懸念もあり、予断を許さない状

況で推移すると予測されます。

このような環境の下、当社は既存の百貨店チャネルを充実させる一方、ショッピングセンター及びアウトレットへ

の出店を進めてまいります。

また、国内売場のみならず、広くアジア全域への進出や自社オンラインショップでの取り扱い規模の拡大も併せて

行い、百貨店以外のチャネルの比率を高めることでリスクの分散を図ります。 

収益性の改善につきましては、中国国内で既に２箇所で稼動している物流拠点での取り扱い量を増加させ、物流と

それに付随するコストを低下させます。 

４【事業等のリスク】

　以下において、当社の事業展開上のリスク要因となる可能性があると考えられる事項を記載しております。なお、文

中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日(平成20年４月28日)現在において、当社が判断したものであり

ます。当社は、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の対応に努める所存であり

ます。

１．消費者の嗜好の変化等によるリスク

　当社は、流行の変化が早く、商品のライフサイクルが短いファッション衣料業界に属しております。また、景気の変

動による個人消費の低迷や他社との競合に伴う市場の変化による影響を受けやすく、当初計画した売上が変動する

可能性があります。

　　　　特に、流行の変化が当社の想定するものと異なり、当社が消費者の嗜好に合致した商品を提供できない場合、販売不振

等により当社業績に影響が及ぶ可能性があります。また、当社の提供した商品が想定した以上に支持を受けた場合

には、短期間で急激な業績拡大をもたらす可能性がありますが、それが継続する保証はありません。

２．少子化に伴うリスク

　　　　当社では、消費者の期待に応えられる商品を提供し続ける限りは少子化傾向が直接事業の衰退に結びつく可能性は高

くはないと考えております。当社は子供服事業に参入以降継続的な成長を遂げております。当社の強みである企画

力で、現在の事業規模を維持・拡大できるものと考えております。

　　　　また当社の今後の事業戦略である「海外展開」も少子化リスクの回避になると考えております。「海外展開」につき

ましては、将来的には中国への進出も視野に入れております。

　　　　現状で市場環境に大きな変調は見られませんが、今後共少子化傾向が続くことにより、企業間競争はより厳しいもの

になると想定され当社業績に影響を及ぼす可能性があります。

　　３．気象状況などによるリスク

　　　　当社が取扱う子供服などのファッション商品は、気象状況により売上が変動しやすいため、生産体制については、リー

ドタイムの短縮を図る等の対応をしております。しかし、冷夏暖冬など天候不順および台風などの予測できない気

象状況により、大きな売上を獲得できる時期の業績伸び悩み等で当社業績に影響を及ぼす可能性があります。

　　　　また、地震や風水害等不測の自然災害や突発的な事故や火災等により営業の中断が発生した場合は、売上の減少を引

き起こす可能性があることから、当社業績に影響を及ぼす可能性があります。

４．中国での生産に関するリスク

　当社では、販売アイテム数のうち、およそ８割の製品を中国で生産いたしております。これらの中国生産品に対す

る支払いは、全て国内商社を経由して円建てで行っており、為替相場の変動については直接的なリスクはありませ

ん。ただし、中国国内における政治的あるいは、市場的な環境の変化は当社の生産体制に悪影響を及ぼすリスクがあ

ります。

５．為替変動によるリスク

　当社のブランド「paul frank」においては、米国からの輸入品を取扱っており、仕入代金の決済は米ドル建てで決済

しております。そのため、換算時の市場為替レートにより円換算額が売上原価に反映され、ドル高が進行した場合は

原価高となるリスクがあります。
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６．業績の季節変動に伴うリスク

　平成20年１月期における上半期・下半期別の売上高は、上半期の11,426百万円（通年の46.7％）に対して、下半期

が13,059百万円（通年の53.3％）となっており、上半期の売上高と比較して、下半期の売上高の比率が高くなってお

ります。その原因としては、商品単価の違い（上半期：春夏もの、下半期：秋冬もの）、年度内の売場開設・既存店

の売場拡大による下半期の売り場面積の増加等が挙げられます。従って、このような要因によって、今後とも下半期

への業績の偏りが生じる可能性があります。

７．知的財産権に関するリスク

　当社は、社内でデザインしたキャラクター等について商標登録を行っており、国内外で知的財産権の一部である商

標権を所有しており、商標権管理のための社内体制を構築しております。このような社内体制を構築しているにも

関わらず、第三者による権利侵害等により、ブランドイメージの低下や商品開発に悪影響を及ぼす等当社業績に影

響を与える可能性があります。

８．情報に関するリスク

　当社は、売場の販売促進活動の一環として、お客様の個人情報を取得し利用しております。個人情報をはじめとす

る情報管理につきましては、社内規程の整備や社内教育の徹底により、管理体制を整備しておりますが、万一、外部

漏洩事件が発生した場合は、社会的信用問題や個人への賠償問題等、業績に影響を与える可能性があります。

９．販売先に関するリスク

　当社は、販売先の経営状況については、信用度を把握するための内部体制を構築しております。しかしながら、販売

先の信用不安により、予期せぬ貸倒れリスクが顕在化し追加的な損失や引当の計上が必要となることがあります。

この場合、当社業績に影響を与える可能性があります。

　　10．品質に関するリスク

　当社は、衣料品の品質基準については社内に専門の部署を設置し、適切な基準をもって対応しております。このよ

うに社内管理体制の整備を行っているにもかかわらず、今後、自社又は仕入先などに起因する理由により、商品の製

造物責任に関わる製造物事故が発生した場合は、企業およびブランドイメージの低下を招いたり損害賠償の請求に

より、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。
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５【経営上の重要な契約等】

当社キャラクター等使用許諾契約

会社名 契約内容 契約期間

株式会社サカモト他21社

（平成20年１月31日現在）

特定の製品に対して当社特定デザイン・キャラク

ターを使用する権利の許諾。

対価は標準小売価格に対して一定料率を乗じた金

額。

原則として契約締結日から満１年

（自動更新又は更新あり）

６【研究開発活動】

　該当事項はありません。

７【財政状態及び経営成績の分析】

(1）重要な会計方針及び見積り

　当社の財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成しております。この財務

諸表の作成には、経営者による資産及び負債ならびに収益および費用の報告数値および開示に影響を与える見積りを

必要とします。経営者は、これらの見積りについて過去の実績や状況を勘案し合理的に判断を行なっておりますが、見

積り特有の不確実性により、これらの見積りと実際の結果との間に差異が生じる場合があります。

　当社の財務諸表で採用する重要な会計方針は、第５[経理の状況]の財務諸表等の「重要な会計方針」に記載しており

ますが、特に次の重要な会計方針が財務諸表作成における重要な見積りと判断に大きな影響を及ぼすものと考えてお

ります。

(たな卸資産の評価基準及び評価方法)

　商品・製品につきましては、個別法による原価法を採用しております。ただし、季越の商品で著しく価額が低下し、回

復する見込のないものについては、同種商品の過去の販売実績に照らし評価減を行い、期末たな卸高を評価替え後の

金額により計上しております。

(引当金の計上基準)

①貸倒引当金

　売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

②賞与引当金

　従業員に支給する賞与に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

③返品調整引当金

　将来予想される売上返品に備えるため、過去の返品率等を勘案し、当該返品に伴う売上総利益相当額を計上しており

ます。

④退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、期末における退職給付債務および年金資産の見込額に基づき計上しております。ま

た、数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定年数（３年）による定額法により按分

した額を翌期から処理することとしております。

(2) 当事業年度の経営成績の分析

①(概要)

「１　業績等の概要　(１) 業績」をご参照下さい。

②(売上高)

　当事業年度における売上高は244億86百万円(前年同期比8.5％減)となりました。ジュニアブランドは134億87百万円

(同10.8％減)、ベビー・トドラーブランドは99億37百万円(同4.9％減)、ロイヤリティ収入は２億74百万円(同13.8％減)

となりました。
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③(販売管理費及び一般管理費)

　販売管理費及び一般管理費は、135億83百万円(前年同期比6.8％減少)となり前年同期に比較して９億95百万円減少い

たしました。これは主に新卒・キャリア採用ともに新規採用を抑制したこと等による人件費の削減及び出店にとも

なう備品・消耗品費の削減によるものであります。

④(営業外収益、営業外費用)

　営業外収益は、１億15百万円(前年同期比49.1％減)となり前年同期に比較して１億11百万円減少いたしました。これは

主に仕入割引の減少によるものであります。

　営業外費用は、19百万円(前年同期比309.1％増)となり前年同期に比較して14百万円増加いたしました。これは主に消

費税等調整額によるものです。

⑤(特別損益、法人税等)

　特別損失は、87百万円(前年同期比60.6％減)となり、前年同期に比較して１億34百万円減少いたしました。これは固定

資産除却損及び減損損失の減少によるものであります。また、法人税等として１億38百万円(同50.9％減)が発生して

おります。前年同期に比較して１億43百万円減少しておりますが、これは主に課税所得の減少によるものでありま

す。

(3) 当事業年度の財政状態の分析

①(流動資産)

　当事業年度末における流動資産の残高は、前事業年度末と比較して27億89百万円減少し83億95百万円となりまし

た。

　その大きな要因は、現金及び預金の減少24億19百万円及び売掛金の減少３億23百万円等によるものであります。

②(固定資産)

　当事業年度末における固定資産の残高は、前事業年度末と比較して13億37百万円増加し42億21百万円となりまし

た。その大きな要因は長期性預金11億円の預入によるものであります。

　③(流動負債)

　当事業年度末における流動負債の残高は、前事業年度末と比較して11億55百万円減少し31億51百万円となりまし

た。その大きな要因は、支払手形の減少１億11百万円及び買掛金の減少10億12百万円等によるものであります。

④(純資産)

　当事業年度末における純資産の残高は、前事業年度末と比較して３億25百万円減少し92億96百万円となりました。

その大きな要因は配当金の支払いによる利益剰余金の減少によるものであります。

(4) 資本の財源及び資金の流動性についての分析

①(キャッシュ・フローの状況)

　当事業年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、前事業年度末に比較して24億19百万

円減少し、19億86百万円となりました。

　営業活動によって使用された資金は、３億90百万円(前事業年度は７億54百万円の収入)となりました。

　投資活動によって使用された資金は、17億２百万円(前事業年度は12億48百万円の支出)となりました。

　財務活動によって使用された資金は、３億25百万円(前事業年度は２億50百万円の収入)となりました。

　なお、キャッシュ・フローの詳細は、「第２事業の状況、１.業績等の概要、(２)キャッシュ・フローの状況」に記載の

とおりであります。

②(資金需要)

　当事業年度においては、新規出店・売場改装にともなう有形固定資産の取得及び差入保証金の差入による支出、また

長期性預金の預入による支出がありましたが、全額自己資金にてまかなっております。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当社の設備投資は、小売店舗（取引先）における売場の新設およびリニューアル等による附属設備の入れ替えによ

る売場の活性化が中心であります。当事業年度の設備投資は、総額２億89百万円となっております。

２【主要な設備の状況】
 平成20年１月31日現在

事業所名
（所在地）

設備の内容

帳簿価額

従業員数
（名）建物

（千円）

車両運搬具及
び工具、器具
及び備品
（千円）

土地
（千円）
（面積㎡）

その他
（千円）

合計
（千円）

本社・東京営業本部

（東京都港区）
事務所設備 41,205 26,467

－
(－)

52,293 119,966 315

福利厚生施設

（東京都世田谷区）
社員寮 10,969 －

58,240

(198.94)
－ 69,209 0

福利厚生施設

（川崎市高津区）
社員寮 3,423 －

8,000

(37.9)
－ 11,423 0

駐車場

（東京都世田谷区）
駐車場 － －

232,700

(595.05)
－ 232,700 0

大阪支店

（大阪市中央区）
事務所設備 592 2,022

－
(－)

75 2,690 73

広島支店

（広島市中区）
事務所設備 － 460

－
(－)

－ 460 16

福岡支店

（福岡市博多区）
事務所設備 835 996

－
(－)

－ 1,831 35

百貨店

（全国）

（983ヶ所）

売場設備 272,292 3,466
－
(－)

－ 275,759 890

合計 329,320 33,413
298,940

(831.89)
52,368 714,041 1,329

　（注）１　帳簿価額のうち「その他」は、ソフトウェアであります。なお、金額には消費税等は含まれておりません。

２　現在休止中の設備はありません。
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３　主要な賃借設備として、以下のものがあります。

事業所名
（所在地）

設備の内容 年間賃借料（千円）

本社・東京営業本部

（東京都港区）
事務所設備 523,340

物流センター

（神奈川県川崎市川崎区）
物流センター 62,602

大阪支店

（大阪市中央区）
事務所設備 96,605

広島支店

（広島市中区）
事務所設備 14,400

福岡支店

（福岡市博多区）
事務所設備 44,737

４　主要なリース設備として、以下のものがあります。

事業所名
（所在地）

設備の内容 台数 リース期間
年間リース料
（千円）

リース契約残高
（千円）

本社

（東京都港区）

基幹システム

（ハード及びソフト）
一式 ５年 55,255 161,163

本社

（東京都港区）

基幹システム

（ハード）
一式 ５年 11,156 23,242

本社

（東京都港区）

会計システム

（ハード及びソフト）
一式 ５年 3,912 3,912

本社

（東京都港区）

会計システム

（ＳＥ支援第２フェー

ズ）

一式 ５年 1,037 1,210

本社

（東京都港区）

会計システム

（ＳＥ支援第３フェー

ズ）

一式 ５年 600 800

本社

（東京都港区）
給与システム 一式 ５年 2,472 3,502

本社

（東京都港区）
基幹システム追加開発 一式 ５年 5,850 20,962

本社

（東京都港区）

基幹システム

（カスタマイズ１

フェーズ）

一式 ５年 2,862 10,255

本社

（東京都港区）

基幹システム

（カスタマイズ２

フェーズ）

一式 ５年 5,348 19,165

本社

（東京都港区）

基幹システム

（カスタマイズ３

フェーズ）

一式 ５年 2,594 28,539

本社

（東京都港区）

基幹システム

（カスタマイズ４

フェーズ）

一式 ５年 4,838 21,555

　上記金額には、消費税等は含んでおりません。
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３【設備の新設、除却等の計画】

　設備投資については、市場動向、投資効率等を総合的に勘案し実施しております。

　なお、平成20年１月31日現在における重要な設備の新設、除却等の計画は次のとおりであります。

(1）重要な設備の新設等

設備名 設備の内容
予算金額
（百万円）

既支払額
資金調達方
法

着工年月 完成予定年月

ショッピングモール等（約14ヶ所）インショッ

プ 
 店舗新設 108  －  自己資金  平成20年２月  平成21年１月

百貨店インショップ約41店  店舗新設 47  －  自己資金  平成20年２月  平成21年１月

百貨店インショップ約206店  店舗改装 239  －  自己資金  平成20年２月  平成21年１月

合計  － 395  －  －  －  －

　（注）１．上記金額には消費税等は含まれておりません。

２．予算金額には店舗賃借に係る差入保証金が含まれております。

(2）重要な設備の除却等

　該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 320,000

計 320,000

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（平成20年１月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成20年４月28日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 109,300 109,300 ジャスダック証券取引所 －

計 109,300 109,300 － －

　（注）　完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。

（２）【新株予約権等の状況】

旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21に基づく新株予約権（ストックオプション）に関する事項は次のとおりです。

①　平成16年12月15日臨時株主総会決議

 
事業年度末現在

（平成20年１月31日）
提出日の前月末現在
（平成20年３月31日）

新株予約権の数（個） 772 769

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）　 － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 772 769

新株予約権の行使時の払込金額（円） 193,000,000 192,250,000

新株予約権の行使期間
平成18年12月16日から

　平成26年12月15日まで

平成18年12月16日から

　平成26年12月15日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　250,000

資本組入額　125,000

発行価格　　250,000

資本組入額　125,000

新株予約権の行使の条件 (注)３ (注)３

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)４ (注)４

代用払込みに関する事項　 － － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項　 － － 

（注）１　当社が時価を下回る価額で新株の発行または自己株式の処分をする場合（新株予約権の行使による場合を除

く）、次の算定により行使金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

    
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１株当たりの時価

既発行株式数＋新規発行株式数

前記計算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式数から当社が保有する自己株式数を控除した

数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるもの

とする。また、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、調整により生

ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割または併合の比率

さらに、当社が合併または会社分割を行う場合等、行使価額の調整を必要とする場合には、当社は合理的な範

囲で適切に行使価額の調整を行うものとする。

２　新株予約権の行使に際して払込みをすべき金額は、新株予約権の行使により発行または移転する株式１株当
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たりの払込金額に付与株式数を乗じた額とする。また、株式１株当たりの払込金額は、株式公開時の発行価格

とする。

３　新株予約権の行使の条件

①　新株予約権の行使時に、新株予約権の割当を受けた者（以下「対象者」という）が、当社ならびに当社の子

会社及び関連会社の取締役、監査役、従業員その他これに準ずる地位にあることを要する。ただし、任期満

了による退任、定年退職その他当社の取締役会が正当な理由があると認めた場合（死亡の場合を除く。）

はこの限りでない。

②　①にかかわらず、対象者が行使期間開始日後に死亡した場合、対象者の相続人は、新株予約権を行使するこ

とができる。

③　対象者は、当社普通株式が株式会社ジャスダック証券取引所に上場された後に株価が新株予約権の行使に

際して払込みをすべき１株当たりの金額を10％以上上回っている場合に限り当社に対して権利行使の申

込を行うことができるものとすること。

４　新株予約権の譲渡については当社取締役会の承認を受けなければならない。
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（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成15年12月26日

(注)１
80 1,080 100,000 150,000 100,000 100,000

平成16年５月15日

(注)２
85,320 86,400 － 150,000 － 100,000

平成17年３月８日

(注)３
5,300 91,700 495,550 645,550 749,950 849,950

平成17年12月28日

(注)４
640 92,340 10,000 655,550 10,000 859,950

平成18年２月１日～

平成19年１月31日

(注)５

16,960 109,300 265,000 920,550 265,000 1,124,950

　（注）１　新株予約権の行使による増加であります。

２　株式分割（１：80）によるものであります。

３　有償一般募集(ブックビルディング方式による募集)

　　発行株数　　　　　5,300株

　　発行価格　　　　250,000円

　　資本組入額　　　 93,500円

　　払込金総額　1,245,500千円

４　新株予約権の行使による増加であります。

５　新株予約権の行使による増加であります。

（５）【所有者別状況】

 平成20年１月31日現在

区分

株式の状況

端株の状況
（株）政府及び地

方公共団体
金融機関

金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － ９ 10 84 10 10 12,133 12,256 －

所有株式数

（株）
－ 4,217 212 62,627 1,342 50 40,852 109,300 －

所有株式数の

割合（％）
－ 3.86 0.19 57.30 1.22 0.05 37.38 100.00 －

EDINET提出書類

株式会社ナルミヤ・インターナショナル(E02981)

有価証券報告書

20/68



（６）【大株主の状況】

 平成20年１月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

SBI Value Up Fund１号投資事

業有限責任組合　無限責任組

合員　ＳＢＩキャピタル株式

会社

東京都港区六本木１-６-１ 60,185 55.06

株式会社ブルボン 新潟県柏崎市松波４-２-14 1,626 1.49

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社（信託口）
東京都中央区晴海１-８-11 1,520 1.39

川崎　尊治 名古屋市天白区 1,301 1.19

資産管理サービス信託銀行株

式会社（証券投資信託口）
東京都中央区晴海１-８-12 892 0.82

資産管理サービス信託銀行株

式会社（金銭信託課税口）
東京都中央区晴海１-８-12 614 0.56

村上　隆信 東京都中野区 486 0.44

ユービーエス　エージー　ロン

ドン　アカウント　アイピー

ビー　セグリゲイテッド　クラ

イアント　アカウント（常任

代理人　シティバンク銀行株

式会社） 

AESCHENVORST ADT 48 CH-4002 BASEL

SWITZERLAND（東京都品川区東品川２-３

-14） 

423 0.39

日本マスタートラスト信託銀

行株式会社（信託口）
東京都港区浜松町２-11-３ 398 0.36

伊藤　治 大阪市東住吉区 340 0.31

計 － 67,785 62.02

 （注）１.前事業年度末現在主要株主であった成宮一雄は、当事業年度末では主要株主ではなくなりました。

 　　　２.前事業年度末現在主要株主であった成宮雄三は、当事業年度末では主要株主ではなくなりました。

 　　　３.前事業年度末現在主要株主でなかったSBI Value Up Fund１号投資事業有限責任組合は、当事業年度末では

 　　　　 主要株主となっております。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成20年１月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　　 109,300　　 109,300 －

端株 － － －

発行済株式総数 109,300 － －

総株主の議決権 － 109,300 －

②【自己株式等】

 平成20年１月31日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

－ － － － － －

計 － － － － －
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（８）【ストックオプション制度の内容】

　旧商法及び会社法に基づき発行されたストックオプション制度は以下の通りであります。　

①　第３回新株予約権

決議年月日 平成16年12月15日

付与対象者の区分及び人数（名） 当社の取締役(6)、監査役(1)、従業員(132)

新株予約権の目的となる株式の種類 (２)新株予約権等の状況を参照

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項  －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  －

②　第５回新株予約権

決議年月日 平成18年４月27日

付与対象者の区分及び人数（名） 当社の取締役、監査役及び従業員（注１）

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数（株） 1,000株を上限

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たりの払込金額に付与株式数を乗じた金額

新株予約権の行使期間 平成20年４月28日～平成28年４月27日

新株予約権の行使の条件 （注２）

新株予約権の譲渡に関する事項 取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項  －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  －

　（注）１　付与対象者は、後日開催される当社取締役会決議をもって決定いたします。

　　　　２　①各新株予約権の一部行使はできないものとする。

　　　　　　②その他の条件については株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と新株予約権の割当を受けた対象者との

間で締結する新株予約権割当契約に定めるところによる。
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③　第６回新株予約権

決議年月日 平成20年４月25日

付与対象者の区分及び人数（名）
当社の取締役（社外取締役を除く）及び従業員

（注１）

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数（株） 1,700株を上限

新株予約権の行使時の払込金額（円）
１株当たりの払込金額に付与株式数を乗じた金額

（注２）

新株予約権の行使期間 平成22年４月26日～平成30年４月25日

新株予約権の行使の条件 （注３）

新株予約権の譲渡に関する事項 取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項  －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  －

　（注）１　付与対象者は、後日開催される当社取締役会決議をもって決定いたします。

　　　　２　１株当たりの払込金額は70,000円とする。

　　　　３　①各新株予約権の一部行使はできないものとする。

　　　　　　②その他の条件については株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と新株予約権の割当を受けた対象者との

間で締結する新株予約権割当契約に定めるところによる。

④　第７回新株予約権

決議年月日 平成20年４月25日

付与対象者の区分及び人数（名） 当社の取締役（社外取締役を除く）（注１）

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数（株） 1,700株を上限

新株予約権の行使時の払込金額（円）
１株当たりの払込金額に付与株式数を乗じた金額

（注２）

新株予約権の行使期間 平成22年４月26日～平成30年４月25日

新株予約権の行使の条件 （注３）

新株予約権の譲渡に関する事項 取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項  －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  －

　（注）１　付与対象者は、後日開催される当社取締役会決議をもって決定いたします。

　　　　２　１株当たりの払込金額は70,000円とする。

　　　　３　①各新株予約権の一部行使はできないものとする。

　　　　　　②その他の条件については株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と新株予約権の割当を受けた対象者との

間で締結する新株予約権割当契約に定めるところによる。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　該当事項はありません。

（１）【株主総会決議による取得の状況】

 　該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

 　該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

 　該当事項はありません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

 　該当事項はありません。

３【配当政策】

　当社は、利益配分につきましては、将来の企業体質の強化および積極的な事業展開のために内部留保を続けることと

業績に見合った配当を目指していくことを基本方針としております。

　当社は、期末日を基準とした株主総会決議による年１回の配当を行っており、当事業年度の配当につきましては、上

記方針に基づき当期は１株当たり3,000円の配当を実施することに決定いたしました。この結果、当期の配当性向は

4,919.6%となりました。

　内部留保資金につきましては、新規ブランド開発のための資金や、新規出店および売場改装のための設備資金に充当

し、事業の拡大および利益の向上に努めていきたく考えております。

　期末配当については、定時株主総会決議により決定いたしますが、当社は取締役会の決議をもって、毎年７月31日を

基準日として会社法454条第５項に規定する中間配当を行うことができる旨を定款に定めております。ただし、現在の

ところ、上述の内部留保の充実の観点から、中間配当は行っておらず、期末配当のみを実施する方針であります。

　当事業年度の剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額

(百万円)

１株当たり配当額

(円)

 平成20年４月25日

定時株主総会決議
327 3,000

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第９期 第10期 第11期 第12期 第13期

決算年月 平成16年１月 平成17年１月 平成18年１月 平成19年１月 平成20年１月

最高（円） － － 442,000 282,000 75,400

最低（円） － － 194,000 58,000 50,000

　（注）１．最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。

なお、平成17年３月９日付をもって同取引所に株式を上場いたしましたので、それ以前の株価については該

当事項はありません。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成19年８月 ９月 10月 11月 12月 平成20年１月

最高（円） 71,000 69,400 75,300 75,400 70,300 64,600

最低（円） 64,000 66,400 67,000 66,000 59,800 50,000

　（注）　最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

代表取締役　

　　　　　　　

執行役員 

社長 
岩本　一仁 昭和28年２月17日生

昭和51年４月 垣内商事株式会社入社

平成９年12月 ブリーズベイホテル株式会社出

向

平成11年２月 同社代表取締役社長

平成13年１月 同社代表取締役会長 

平成13年２月 カキウチ株式会社取締役 

平成15年２月 同社常務取締役 

平成16年１月 ティーケーインターナショナル

株式会社取締役副社長 

平成16年11月 ホメオスタイル株式会社代表取

締役社長 

平成19年９月 同社取締役会長（現任） 

平成19年10月 当社顧問 

平成19年11月 同専務取締役

平成20年２月 同取締役執行役員専務

平成20年３月 同代表取締役執行役員社長（現

任）

(注)５ －

取締役
執行役員

常務
林原　剛 昭和22年１月30日生

昭和44年４月 株式会社東食入社

昭和49年２月 成宮織物株式会社（現ナルミヤ

エンタープライズ株式会社）入

社

平成３年７月 株式会社ナルミヤ・インターナ

ショナル（現株式会社エヌ・ア

イ・コーポレーション（注））

取締役東京営業本部長

平成７年８月 当社取締役東京営業本部長

平成13年２月 同常務取締役東京営業本部長

平成18年11月 同常務取締役営業統括本部長

平成20年２月 同取締役執行役員常務　営業本部

長兼コーポレート本部長兼婦人

服事業部長（現任）

同上 －

取締役
執行役員

常務
上田　千秋 昭和33年９月23日生

昭和56年４月 垣内商事株式会社入社

平成13年６月 カキウチ株式会社経理部部長

平成17年１月 ホメオスタイル株式会社チャネ

ル企画・推進部副部長

平成17年９月 同社経営企画室室長

平成18年９月 同社取締役（現任）

平成19年12月 当社顧問

平成20年３月 同執行役員常務管理本部長

平成20年４月 同取締役執行役員常務管理本部

長（現任）

同上 －
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

取締役  執行役員 佐々木　絹子 昭和30年８月13日生

昭和52年４月 株式会社フジスター入社

昭和62年10月 株式会社ナルミヤ（現ナルミヤ

エンタープライズ株式会社）入

社

平成３年７月 株式会社ナルミヤ・インターナ

ショナル（現株式会社エヌ・ア

イ・コーポレーション（注））

企画チーフデザイナー

平成７年８月 当社企画ディレクター

平成13年２月 同取締役企画ディレクター

平成17年４月 同取締役企画室チーフディレク

ター

平成20年２月 同取締役執行役員　企画室チーフ

ディレクター（現任）

(注)５ －

取締役  執行役員 松下　東海雄 昭和36年４月21日生

昭和59年４月 株式会社レナウン入社

平成２年11月 株式会社東京セントラルモード

入社

平成５年５月 株式会社イノセンテ入社

平成９年３月 デザインネットワーク設立

平成10年３月 当社入社企画室チーフデザイ

ナー

平成13年２月 同企画ディレクター

平成17年４月 同取締役企画室チーフディレク

ター

平成20年２月 同取締役執行役員　企画室チーフ

ディレクター(現任)

同上 －

取締役 － 岩本　和広 昭和44年２月12日生

平成４年４月 野村證券株式会社入社

平成12年１月 株式会社光通信キャピタル（現株

式会社エイチ・ティー・シー）入

社

平成13年６月 ソフトバンク・インベストメント

株式会社（現ＳＢＩホールディン

グス株式会社）入社

平成14年７月 エスビーアイ・キャピタル株式会

社（現ＳＢＩキャピタル株式会

社）入社

平成15年６月 エスビーアイ・ホームプランナー

株式会社（現ＳＢＩプランナーズ

株式会社）監査役

平成15年12月 リーマン株式会社執行役員

平成17年２月 ホメオスタイル株式会社取締役

（現任）

平成18年２月 ＳＢＩインキュベーションアドバ

イザリー株式会社取締役

平成18年２月 ＣＤＩキャピタル株式会社取締役

平成18年３月 KINGSWAY SBF INVESTMENT 

MANAGEMENT COMPANY LIMIT

ED DIRECTOR

平成18年５月 ＳＢＩキャピタル株式会社代表取

締役執行役員ＣＯＯ

平成19年１月 株式会社セムコーポレーション取

締役（現任）

平成19年５月 ＳＢＩキャピタル株式会社取締役

執行役員最高投資責任者

平成19年９月 ＡＡフィナンシャル・システム株

式会社（現ＳＢＩオートファイナ

ンス株式会社）取締役（現任）

平成19年11月 ＳＢＩキャピタル株式会社代表取

締役執行役員ＣＯＯ兼最高投資責

任者（現任）

平成19年11月 当社取締役（現任）

同上 －
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

常勤監査役 － 橋本　光春 昭和23年２月26日生

昭和45年４月 株式会社太陽銀行入行（現　株式

会社三井住友銀行）

平成９年11月 さくらフレンド証券株式会社入

社

平成15年４月 株式会社トーメイ入社

平成18年４月 当社常勤監査役（現任）

(注)６ －

監査役 － 戸田　英 昭和10年１月31日生

昭和34年３月 株式会社髙島屋入社

昭和62年２月 同社東京店店次長（人事、総務、

経理、物流担当）

平成３年３月 株式会社横浜髙島屋横浜店店次

長（経理担当）

平成５年３月 髙島屋クレジット株式会社代表

取締役社長

平成７年６月 アディロン株式会社監査役

平成16年４月 当社監査役（現任）

(注)７ －

監査役 － 小川　賢一 昭和40年８月10日生

平成２年９月 公認会計士辻会計事務所入所

平成17年６月 辻・本郷税理士法人退社

平成17年７月 あいわ税理士法人入社

平成18年４月 当社監査役（現任）

(注)６ －

    計  －

　（注）１．成宮織物株式会社は昭和54年10月に株式会社ナルミヤに、平成３年７月に株式会社ナルミヤからナルミヤエ

ンタープライズ株式会社に商号変更しております。

２. 株式会社エヌ・アイ・コーポレーションは平成17年９月に清算しております。

３. 取締役　岩本和広は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

４. 常勤監査役　橋本光春、監査役　戸田　英及び監査役　小川賢一は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であ

ります。

５. 平成20年４月25日就任後、１年以内の最終決算期に関する定時株主総会の終結まで。

６. 平成18年４月27日就任後、４年以内の最終決算期に関する定時株主総会の終結まで。

７. 平成20年４月25日就任後、４年以内の最終決算期に関する定時株主総会の終結まで。
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６【コーポレート・ガバナンスの状況】

(1) 基本的な考え方

　　　当社は、顧客や株主をはじめとするすべてのステークホルダーの視点から、企業経営の効率性、透明性を高めることを

通じて企業価値の持続的な向上を図ることをコーポレート・ガバナンスの基本的な方針、目的としております。

(2) 会社の機関の内容及び内部統制の整備の状況

　　　①当社は取締役会を原則月に１回開催し、必要の都度臨時取締役会を開催し重要事項の決定を行っております。取締役

会は当事業年度末現在11名（うち社外取締役２名）で構成されており、それぞれの役割分担を明確化して職務にあ

たっております。

②当社は監査役制度を採用しており、監査役会は当事業年度末現在社外監査役３名（うち常勤監査役１名）で構成

されております。監査役は定期的に監査役会を開催し、監査に関する重要事項について協議を行うとともに、取締役

会の監視、取締役の業務執行に対する監督を行い、会計監査人と連携して会計監査を行っております。

③当社における内部統制の整備・運用は、リスクマネジメントの観点から会社の財産保全と業務の効率性向上に焦

点をあて、経営企画室が業務処理の実態を調査し、業務改善の提案、不測の事態に備え予防策の策定を行っておりま

す。また、経営企画室の内部監査担当者１名が毎月業務監査を実施し、内部統制制度の調整を図っております。内部

監査担当者は、監査役、会計監査人と連携して監査を実施し、会計監査及び業務監査に関する情報の共有及び意見交

換を行っております。

④コンプライアンスにつきましては、法令遵守はもとより、全社員が誠実かつ適切な行動ができるよう、随時社員教

育を行い、倫理観および価値観の共有を図っております。なお、高度な法律判断を必要とする場合、顧問弁護士から

適時アドバイスを受けております。

当社の内部統制システムとリスク管理体制の整備状況は以下のとおりであります。

(3) 会計監査の状況

　金融商品取引法に基づく会計監査業務については、監査法人Ａ＆Ａパートナーズと監査契約を締結しております。

業務を執行した公認会計士の氏名

指定社員　業務執行社員　　　　　　　坂本　裕子

指定社員　業務執行社員　　　　　　　村田　征仁

（注）１　継続監査年数は、７年以内であるため記載を省略しております。

　　　　２　監査業務に係る補助者の構成は、公認会計士６名、会計士補４名、その他４名であります。
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(4) 役員報酬の内容

　当事業年度における社内取締役に対する報酬は総額228百万円であり、社外取締役に対する報酬はありません。また、

監査役に対する報酬は総額９百万円であります。

　なお、取締役の報酬限度額は月額45百万円以内であり、監査役の報酬限度額は月額６百万円以内であります。

(5) 監査報酬の内容

　当社の会計監査人に対する監査報酬

　１.みすず監査法人

　　当事業年度における公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬の総額　　　２百万円

　２.監査法人Ａ＆Ａパートナーズ

　　当事業年度における公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬の総額　　　13百万円

　　上記以外の業務に基づく報酬の総額　　　１百万円

（注）１　当社と会計監査人との監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬　

　　

　　　　　等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、上記の報酬等の額にはこれらの合計 　　

　　　　　額を記載しております。 　　

　　　２　当社は会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務である内部統制アドバイザリー

　　　　　業務を委任し、対価を支払っております。 　　

　　　３　みすず監査法人は、平成19年４月26日開催の定時株主総会において、会計監査人に選任され就任いたしま

　　　　　したが、平成19年７月２日付で辞任いたしました。

　　　４　監査法人Ａ＆Ａパートナーズは、会計監査人みすず監査法人の辞任に伴い、会社法第346条第４項及び第

　　　　　６項の定めにより、平成19年７月２日開催の監査役会において、一時会計監査人に選任されました。

　　　５　監査法人Ａ＆Ａパートナーズは、平成19年11月21日開催の臨時株主総会において、会計監査人に選任され

　　　　　就任いたしました。

(6) 社外取締役及び社外監査役との人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関係

社外取締役及び社外監査役との利害関係はありません。

(7) 責任限定契約の内容の概要

　当社と社外取締役及び社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限

定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、社外取締役は20百万円または法令が定

める額のいずれか高い額、社外監査役は法令が定める額としております。

　なお、当該責任限定が認められるのは、当該社外取締役または社外監査役が責任の原因となった職務の遂行について

善意かつ重大な過失がないときに限られます。 　　

(8) 取締役の定数

　　当社の取締役は12名以内とする旨定款に定めております。

(9) 取締役及び監査役選任の決議要件

　当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が　

出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。

　これは、株主総会における取締役及び監査役の選任決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行

うことを目的とするものであります。

(10) 剰余金の配当等の決定機関

　当社は、取締役会の決議をもって、毎年７月31日を基準日として会社法第454条第５項に規定する中間配当を行うこ

とができる旨を定款に定めております。

　これは、中間配当を実施する場合に、機動的に行うことを目的とするものであります。

(11) 自己株式の取得

　当社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議をもって、自己の株式を取得することができる旨を定

款に定めております。

　これは、当社の業務または財産の状況、その他の事情に対応して、機動的に自己株式の買受けを行うことを目的とす

るものであります。
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(12) 取締役及び監査役の責任免除

　当社は、会社法第426条第１項の規定により、取締役会の決議をもって同法第423条第１項の行為に関する取締役

（取締役であった者を含む。）の責任を法令の限度において免除することができる旨定款に定めております。

(13) 株主総会の特別決議要件

　当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主の議

決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めております。

　これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とす

るものであります。
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第５【経理の状況】

１　財務諸表の作成方法について

　当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務

諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　前事業年度（平成18年２月１日から平成19年１月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業年度（平

成19年２月１日から平成20年１月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

２　監査証明について

　当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前事業年度（平成18年２月１日から平成19年１月31日まで）の財

務諸表についてはみすず監査法人により監査を受け、また金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当事業

年度（平成19年２月１日から平成20年１月31日まで）の財務諸表については監査法人Ａ＆Ａパートナーズにより監

査を受けております。

　なお、当社の監査人は次のとおり交代しております。

　　前事業年度　　みすず監査法人

　　当事業年度　　監査法人Ａ＆Ａパートナーズ

３　連結財務諸表について

　当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。
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１【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  
前事業年度

（平成19年１月31日）
当事業年度

（平成20年１月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）        

Ⅰ　流動資産        

１　現金及び預金   4,406,594   1,986,949  

２　受取手形   80,047   100,369  

３　売掛金   4,259,009   3,935,147  

４　商品・製品   1,988,524   1,886,143  

５　原材料   3,819   3,010  

６　仕掛品   9,444   8,120  

７　前払費用   79,205   155,276  

８　繰延税金資産   252,508   247,245  

９　未収入金   27,422   33,590  

10　未収法人税等   －   5,031  

11　その他   88,861   35,144  

貸倒引当金   △10,413   △403  

流動資産合計   11,185,025 79.5  8,395,626 66.5

Ⅱ　固定資産        

１　有形固定資産        

(1）建物  1,737,312   1,680,055   

減価償却累計額  1,347,765 389,547  1,350,735 329,320  

(2）車両運搬具  9,644   9,293   

減価償却累計額  7,683 1,961  8,054 1,239  

(3）工具、器具及び備品  127,283   140,398   

減価償却累計額  88,814 38,469  108,223 32,174  

(4）土地   298,940   298,940  

有形固定資産合計   728,918 5.2  661,673 5.3

２　無形固定資産        

(1）ソフトウェア   44,709   52,368  

無形固定資産合計   44,709 0.3  52,368 0.4
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前事業年度

（平成19年１月31日）
当事業年度

（平成20年１月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

３　投資その他の資産        

(1）投資有価証券   34,318   29,580  

(2）長期貸付金   628   －  

(3）破産債権、更生債権そ
の他これらに準ずる
債権

  9,272   7,508  

(4）長期前払費用   －   53,019  

(5）繰延税金資産   93,081   150,376  

(6）差入保証金   969,178   1,060,688  

(7）長期性預金   500,000   1,600,000  

(8）保険積立金   465,438   563,890  

(9）その他   46,713   48,278  

貸倒引当金   △8,651   △5,980  

投資その他の資産合計   2,109,980 15.0  3,507,362 27.8

固定資産合計   2,883,609 20.5  4,221,404 33.5

資産合計   14,068,634 100.0  12,617,031 100.0

        

（負債の部）        

Ⅰ　流動負債        

１　支払手形   350,166   238,382  

２　買掛金   2,695,994   1,683,551  

３　未払金   359,931   386,964  

４　未払費用   450,166   389,343  

５　未払法人税等   53,000   20,201  

６　未払消費税等   2,705   10,497  

７　前受金   23,974   58,027  

８　預り金   76,981   57,906  

９　賞与引当金   105,256   100,040  

10　返品調整引当金   34,334   39,795  

11　設備支払手形   150,564   156,511  

12　その他   3,671   9,921  

流動負債合計   4,306,746 30.6  3,151,143 25.0

Ⅱ　固定負債        

１　退職給付引当金   119,706   149,053  

２　預り保証金   20,261   20,267  

固定負債合計   139,968 1.0  169,320 1.3

負債合計   4,446,714 31.6  3,320,463 26.3
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前事業年度

（平成19年１月31日）
当事業年度

（平成20年１月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（純資産の部）        

Ⅰ　株主資本        

１　資本金   920,550 6.5  920,550 7.3

２　資本剰余金        

(1）資本準備金  1,124,950   1,124,950   

資本剰余金合計   1,124,950 8.0  1,124,950 8.9

３　利益剰余金        

(1）利益準備金  12,500   12,500   

(2）その他利益剰余金        

別途積立金  7,000,000   7,000,000   

繰越利益剰余金  557,676   236,441   

利益剰余金合計   7,570,176 53.8  7,248,941 57.5

株主資本合計   9,615,676 68.3  9,294,441 73.7

Ⅱ　評価・換算差額等        

１　その他有価証券評価差額
金

  6,243   2,125  

評価・換算差額等合計   6,243 0.1  2,125 0.0

純資産合計   9,621,919 68.4  9,296,567 73.7

負債純資産合計   14,068,634 100.0  12,617,031 100.0
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②【損益計算書】

  
前事業年度

（自　平成18年２月１日
至　平成19年１月31日）

当事業年度
（自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高   26,770,919 100.0  24,486,441 100.0

Ⅱ　売上原価        

１　商品・製品期首たな卸高  2,003,797   1,988,524   

２　当期商品仕入高  11,676,637   10,661,040   

３　当期製品製造原価  104,064   71,609   

合計  13,784,499   12,721,175   

４　商品・製品期末たな卸高  1,988,524 11,795,975 44.1 1,886,143 10,835,031 44.3

返品調整引当金繰入額   34,334   39,795  

返品調整引当金戻入額   △30,065   △34,334  

売上総利益   14,970,675 55.9  13,645,947 55.7

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※１  14,578,814 54.4  13,583,751 55.5

営業利益   391,860 1.5  62,196 0.2

Ⅳ　営業外収益        

１　受取利息  10,144   24,721   

２　仕入割引  183,436   67,163   

３　雑収入  33,412 226,993 0.8 23,688 115,572 0.5

Ⅴ　営業外費用        

１　新株発行費  4,543   －   

２　消費税等調整額  －   18,248   

３　雑損失  119 4,662 0.0 825 19,073 0.1

経常利益   614,192 2.3  158,695 0.6
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前事業年度

（自　平成18年２月１日
至　平成19年１月31日）

当事業年度
（自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅵ　特別利益        

１　貸倒引当金戻入益  5,490 5,490 0.0 11,389 11,389 0.0

Ⅶ　特別損失        

１　固定資産除却損 ※２ 81,480   37,422   

２　固定資産売却損 ※２ 269   －   

３　減損損失 ※３ 140,453 222,202 0.8 50,103 87,526 0.3

税引前当期純利益   397,479 1.5  82,557 0.3

法人税、住民税
及び事業税

 281,384   138,111   

法人税等追徴税額  113,116   －   

未払法人税等取崩額  △73,661   △13,012   

法人税等調整額  △198,404 122,433 0.5 △49,207 75,892 0.3

当期純利益   275,045 1.0  6,665 0.0
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製造原価明細書

  
前事業年度

（自　平成18年２月１日
至　平成19年１月31日）

当事業年度
（自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ　材料費  49,549 45.6 30,463 43.3

Ⅱ　外注加工費  59,155 54.4 39,823 56.7

当期総製造費用  108,705 100.0 70,286 100.0

期首仕掛品たな卸高  4,803  9,444  

合計  113,509  79,730  

期末仕掛品たな卸高  9,444  8,120  

当期製品製造原価  104,064  71,609  

      

原価計算の方法

原価計算の方法は、品番別の

実際個別原価計算であります。

原価計算の方法

同左
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　平成18年２月１日　至　平成19年１月31日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合
計

資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計

別途積立金
繰越利益剰
余金

平成18年１月31日　残高
（千円）

655,550 859,950 12,500 6,000,000 1,559,650 7,572,150 9,087,650

事業年度中の変動額        

新株の発行 265,000 265,000     530,000

別途積立金の積立    1,000,000 △1,000,000 － －

剰余金の配当     △277,020 △277,020 △277,020

当期純利益     275,045 275,045 275,045

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

       

事業年度中の変動額合計
（千円）

265,000 265,000 － 1,000,000 △1,001,974 △1,974 528,025

平成19年１月31日　残高
（千円）

920,550 1,124,950 12,500 7,000,000 557,676 7,570,176 9,615,676

 

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額
等合計

平成18年１月31日　残高
（千円）

9,530 9,530 9,097,181

事業年度中の変動額    

新株の発行   530,000

別途積立金の積立   －

剰余金の配当   △277,020

当期純利益   275,045

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

△3,287 △3,287 △3,287

事業年度中の変動額合計
（千円）

△3,287 △3,287 524,738

平成19年１月31日　残高
（千円）

6,243 6,243 9,621,919

当事業年度（自　平成19年２月１日　至　平成20年１月31日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合
計

資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計

別途積立金
繰越利益剰
余金

平成19年１月31日　残高
（千円）

920,550 1,124,950 12,500 7,000,000 557,676 7,570,176 9,615,676

事業年度中の変動額        

剰余金の配当     △327,900 △327,900 △327,900

当期純利益     6,665 6,665 6,665

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

       

事業年度中の変動額合計
（千円）

－ － － － △321,234 △321,234 △321,234

平成20年１月31日　残高
（千円）

920,550 1,124,950 12,500 7,000,000 236,441 7,248,941 9,294,441
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評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額
等合計

平成19年１月31日　残高
（千円）

6,243 6,243 9,621,919

事業年度中の変動額    

剰余金の配当（注）   △327,900

当期純利益   6,665

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

△4,118 △4,118 △4,118

事業年度中の変動額合計
（千円）

△4,118 △4,118 △325,352

平成20年１月31日　残高
（千円）

2,125 2,125 9,296,567
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④【キャッシュ・フロー計算書】

  
前事業年度

(自　平成18年２月１日
至　平成19年１月31日)

当事業年度
(自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日)

区分 注記
番号 金額（千円） 金額（千円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー    

税引前当期純利益  397,479 82,557

減価償却費  357,180 292,026

長期前払費用償却費  － 6,642

減損損失  140,453 50,103

退職給付引当金の増加（△：減少）額  △44,240 29,346

貸倒引当金の減少額  △26,939 △12,680

賞与引当金の増加（△：減少）額  2,912 △5,215

返品調整引当金の増加額  4,268 5,461

受取利息及び受取配当金  △10,144 △24,721

有形固定資産除却損  81,480 37,422

有形固定資産売却損  269 －

売上債権の減少額  316,059 339,356

たな卸資産の減少額  9,862 104,514

仕入債務の減少額  △388,830 △1,134,539

その他流動資産の減少（△：増加）額  77,164 △27,829

その他流動負債の減少額  △53,989 △4,083

その他  4,515 1,235

小計  867,500 △260,403

利息及び配当金の受取額  6,584 23,988

法人税等の支払額  △119,838 △154,509

営業活動によるキャッシュ・フロー  754,246 △390,924

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー    

長期性預金の預入による支出  △500,000 △1,100,000

貸付金の回収による収入  3,259 628

有形固定資産の取得による支出  △496,604 △318,472

有形固定資産の売却による収入  1,497 65

無形固定資産の取得による支出  △12,555 △22,558

差入保証金の差入による支出  △159,397 △109,487

差入保証金の返還による収入  41,577 17,976

保険積立金の積立による支出  △118,142 △98,451

長期前払費用の増加による支出  － △67,248

その他  △7,731 △5,317

投資活動によるキャッシュ・フロー  △1,248,096 △1,702,865

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー    

配当金の支払額  △275,454 △325,855

株式発行による収入  525,456 －

財務活動によるキャッシュ・フロー  250,002 △325,855

Ⅳ　現金及び現金同等物の減少額  △243,847 △2,419,644

Ⅴ　現金及び現金同等物の期首残高  4,650,441 4,406,594

Ⅵ　現金及び現金同等物の期末残高 ※ 4,406,594 1,986,949
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重要な会計方針

項目

前事業年度

（自　平成18年２月１日
至　平成19年１月31日）

当事業年度

（自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日）

１　有価証券の評価基準及び

評価方法

その他有価証券

時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時価法に

より評価しております（評価差額は全

部純資産直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定）。

その他有価証券

時価のあるもの

同左

２　たな卸資産の評価基準及

び評価方法

①　商品・製品

個別法による原価法

　ただし、季越の商品で著しく価額が

低下し、回復する見込のないものにつ

いては、同種商品の過去の販売実績に

照らし評価減を行い、期末たな卸高を

評価替え後の金額により計上してお

ります。

①　商品・製品

同左

 　当該評価減の金額は344,971千円で
あります。

　当該評価減の金額は356,641千円で
あります。

 ②　原材料

個別法による原価法

②　原材料

同左
 ③　仕掛品

個別法による原価法

③　仕掛品

同左

３　固定資産の減価償却の方

法

①　有形固定資産

　定率法を採用しております。ただし、平

成10年４月１日以降取得の建物（建物
附属設備を除く）については、定額法を

採用しております。

①　有形固定資産

　定率法を採用しております。ただし、平

成10年４月１日以降取得の建物（建物
附属設備を除く）については、定額法を

採用しております。

　（会計処理の変更）

法人税法の改正に伴い、当事業年度よ

り、平成19年４月１日以降に取得した有
形固定資産については改正後の法人税

法に規定する減価償却の方法に変更し

ております。なお、この変更に伴う営業

利益、経常利益及び税引前当期純利益に

与える影響は軽微であります。
 ②　無形固定資産

　定額法を採用しております。ただし、自

社利用のソフトウエアについては、社内

における利用可能期間に基づく定額法

を採用しております。

②　無形固定資産

同左

４　繰延資産の処理方法 ①　新株発行費

支出時に全額費用処理しております。

──────

５　引当金の計上基準 ①　貸倒引当金

　売上債権等の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定債権につい

ては個別に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。

①　貸倒引当金

同左

 ②　賞与引当金

　従業員に支給する賞与に備えるため、

支給見込額に基づき計上しております。

②　賞与引当金

同左
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項目

前事業年度

（自　平成18年２月１日
至　平成19年１月31日）

当事業年度

（自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日）

 ③　返品調整引当金

　将来予想される売上返品に備えるた

め、過去の返品率等を勘案し、当該返品

に伴う売上総利益相当額を計上してお

ります。

③　返品調整引当金

同左

 ④　退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、期末

における退職給付債務および年金資産

の見込額に基づき計上しております。ま

た、数理計算上の差異は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間内の一定年

数（３年）による定額法により按分し

た額を翌期から処理することとしてお

ります。

④　退職給付引当金

同左

６　リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。

同左

７　キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲

　手許現金、随時引出し可能な預金及び容

易に換金可能であり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。

同左

８　その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

　消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

　消費税等の会計処理

同左
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会計処理方法の変更

前事業年度
（自　平成18年２月１日
至　平成19年１月31日）

当事業年度
（自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日）

 （固定資産の減損に係る会計基準） ──────

 当事業年度より「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会　平成14年８月９日））及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第６号　平成15年10月31日）を適用しております。こ

れにより減損損失140,453千円を特別損失として計上してお

ります。

 

 （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） ──────

 当事業年度より「貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月９日）

及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号　平成17年12

月９日）を適用しております。

　従来の資本の部の合計に相当する金額は9,621,919千円で

あります。

　なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度における

貸借対照表の純資産の部については、改正後の財務諸表等

規則により作成しております。
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注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成19年１月31日）

当事業年度
（平成20年１月31日）

　　　　　　　　　　―――― 　　　　　　　　　　――――

（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成18年２月１日
至　平成19年１月31日）

当事業年度
（自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日）

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額 ※１　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額

(1）販売促進費  856,863千円

(2）給与手当 4,456,693千円

(3）雑給与 3,044,085千円

(4）法定福利費 672,273千円

(5）賞与引当金繰入額 105,256千円

(6）減価償却費 357,180千円

(7）地代家賃 920,391千円

(8）備品・消耗品費 588,351千円

(1）販売促進費  664,641千円

(2）給与手当    4,201,278千円

(3）雑給与    2,913,977千円

(4）法定福利費   579,886千円

(5）賞与引当金繰入額   100,040千円

(6）減価償却費   292,026千円

(7）地代家賃    978,535千円

(8）備品・消耗品費 440,855千円

　販売費に属する費用と一般管理費に属する費用の割

合は概ね次のとおりであります。

　販売費に属する費用と一般管理費に属する費用の割

合は概ね次のとおりであります。

販売費に属する費用 約52％

一般管理費に属する費用 約48％

販売費に属する費用 約52％

一般管理費に属する費用 約48％

※２　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 ※２　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

建物       71,202千円

工具、器具及び備品    15千円

車両運搬具    62千円

原状回復撤去費用 10,200千円

合計       81,480千円

建物       31,007千円

工具、器具及び備品   17千円

原状回復撤去費用    6,397千円

合計       37,422千円

　　　固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。

車両運搬具 269千円

合計 269千円

──────
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前事業年度
（自　平成18年２月１日
至　平成19年１月31日）

当事業年度
（自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日）

※３　減損損失 ※３　減損損失

　　　当事業年度において、当社は以下の資産について減損

損失を計上しております。

　　　当事業年度において、当社は以下の資産について減損

損失を計上しております。

用途 種類 地域
金額

(千円)

 売場内装

　　　　設備

 建物附属

設備
 東京地区 89,708

 売場内装

　　　　設備

 建物附属

設備
 大阪地区 31,908

 売場内装

　　　　設備

 建物附属

設備
 広島地区 3,633

 売場内装

　　　　設備

 建物附属

設備
 福岡地区 15,202

計 140,453

用途 種類 地域
金額

(千円)

 売場内装

　　　　設備

 建物附属

設備
 東京地区 33,734

 売場内装

　　　　設備

 建物附属

設備
 大阪地区 5,257

 売場内装

　　　　設備

 建物附属

設備
 広島地区 1,255

 売場内装

　　　　設備

 建物附属

設備
 福岡地区 9,585

計 49,833

 （注）その他の資産について減損損失を270千円計上して

おります。

　（グルーピングの方法） 　（グルーピングの方法）

当社は売場内装設備については、ブランド別にグルー

ピングしております。また社宅等は共用資産とし、そ

の他賃貸用不動産については個別物件単位でグルー

ピングしております。

同左

　（経緯）　　 　（経緯）　　

減損損失を計上した資産グループは、割引前将来

キャッシュ・フロー総額が帳簿価額に満たないため、

帳簿価額を回収可能価額まで減額しております。

同左

　（回収可能価額の算定方法等）　　 　（回収可能価額の算定方法等）　　

回収可能価額は使用価値により測定しております。上

記資産グループについては、今後も損失が予想される

ため、帳簿価額全額を減損損失に計上しました。

同左
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成18年２月１日　至　平成19年１月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

発行済株式     

普通株式 92,340 16,960 － 109,300

合計 92,340 16,960 － 109,300

自己株式     

普通株式 － － － －

合計 － － － －

 （注）普通株式の発行済株式総数の増加16,960株は、新株予約権の権利行使による増加であります。

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類

新株予約権の目的となる株式の数 
当事業年度
末残高前事業年度

末
当事業年度
増加

当事業年度
減少

当事業年度
末

提出会社
ストック・オプションとして

の新株予約権
普通株式 － － － － －

合計 － － － － － －

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成18年４月27日

定時株主総会
普通株式 277,020 3,000 平成18年１月31日 平成18年４月28日

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成19年４月26日

定時株主総会
普通株式 327,900  利益剰余金 3,000 平成19年１月31日 平成19年４月27日

当事業年度（自　平成19年２月１日　至　平成20年１月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

発行済株式     

普通株式 109,300 － － 109,300

合計 109,300 － － 109,300

自己株式     

普通株式 － － － －

合計 － － － －

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項
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区分 新株予約権の内訳

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類

新株予約権の目的となる株式の数 
当事業年度
末残高前事業年度

末
当事業年度
増加

当事業年度
減少

当事業年度
末

提出会社
ストック・オプションとして

の新株予約権
普通株式 － － － － －

合計 － － － － － －

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成19年４月26日

定時株主総会
普通株式 327,900 3,000 平成19年１月31日 平成19年４月27日

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成20年４月25日

定時株主総会
普通株式 327,900  利益剰余金 3,000 平成20年１月31日 平成20年４月28日

（キャッシュ・フロー計算書関係）

前事業年度
（自　平成18年２月１日
至　平成19年１月31日）

当事業年度
（自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日）

※現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係

※現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係

（平成19年１月31日現在） （平成20年１月31日現在）

現金及び預金勘定     4,406,594千円

現金及び現金同等物 4,406,594千円

現金及び預金勘定     1,986,949千円

現金及び現金同等物     1,986,949千円
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（リース取引関係）

前事業年度
（自　平成18年２月１日
至　平成19年１月31日）

当事業年度
（自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日）

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

①　車両運搬具

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

①　車両運搬具

取得価額相当額      9,177千円

減価償却累計額相当額      2,470千円

期末残高相当額      6,707千円

取得価額相当額        9,177千円

減価償却累計額相当額     4,932千円

期末残高相当額   4,244千円

②　工具、器具及び備品 ②　工具、器具及び備品

取得価額相当額      432,947千円

減価償却累計額相当額      145,320千円

期末残高相当額      287,626千円

取得価額相当額    404,016千円

減価償却累計額相当額      181,059千円

期末残高相当額   222,956千円

③　ソフトウエア ③　ソフトウエア

取得価額相当額      114,906千円

減価償却累計額相当額       29,466千円

期末残高相当額       85,440千円

取得価額相当額      178,945千円

減価償却累計額相当額       61,310千円

期末残高相当額    117,635千円

(2）未経過リース料期末残高相当額等

　　未経過リース料期末残高相当額

(2）未経過リース料期末残高相当額等

　　未経過リース料期末残高相当額

１年内       107,563千円

１年超        276,295千円

合計        383,858千円

１年内        117,534千円

１年超       232,550千円

合計     350,084千円

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料       113,110千円

減価償却費相当額       102,077千円

支払利息相当額      6,328千円

支払リース料      130,158千円

減価償却費相当額        119,084千円

支払利息相当額   6,653千円

(4）減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

(4）減価償却費相当額の算定方法

同左

(5）利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については利

息法によっております。

(5）利息相当額の算定方法

同左

（減損損失について） （減損損失について）

　リース資産に配分された減損損失はありません。 同左
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（有価証券関係）

前事業年度（平成19年１月31日現在）

その他有価証券で時価のあるもの

 種類

前事業年度（平成19年１月31日）

取得原価（千円）
貸借対照表計上額
（千円）

差額（千円）

貸借対照表計上額が取

得原価を超えるもの

(1）株式 23,791 34,318 10,526

(2）債券    

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 － － －

合計 23,791 34,318 10,526

当事業年度（平成20年１月31日現在）

その他有価証券で時価のあるもの

 種類 取得原価（百万円）
貸借対照表計上額
（百万円）

差額（百万円）

貸借対照表計上額が取

得原価を超えるもの

(1）株式 24,995 28,815 3,820

(2）債券    

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 24,995 28,815 3,820

貸借対照表計上額が取

得原価を超えないもの

(1）株式 1,001 765 △236

(2）債券    

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 1,001 765 △236

合計 25,996 29,580 3,583

（デリバティブ取引関係）

前事業年度（自　平成18年２月１日　至　平成19年１月31日）

　当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。

当事業年度（自　平成19年２月１日　至　平成20年１月31日）

　当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。
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（退職給付関係）

前事業年度
（自　平成18年２月１日
至　平成19年１月31日）

当事業年度
（自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社は、確定給付型の制度として、退職一時金制度、適

格退職年金制度及び厚生年金基金制度を併用しており

ます。

１．採用している退職給付制度の概要

同左

２．退職給付債務に関する事項 ２．退職給付債務に関する事項

(1）退職給付債務 △470,328千円

(2）年金資産 370,490千円

(3）未認識数理計算上の差異 △19,868千円

(4）退職給付引当金 △119,706千円

(1）退職給付債務  △414,228千円

(2）年金資産  355,267千円

(3）未認識数理計算上の差異   △90,092千円

(4）退職給付引当金  △149,053千円

　（注）　当社は総合設立代行型の東京アパレル厚生年金

基金に加入しており、当該厚生年金基金制度は

退職給付会計実務指針第33項の例外処理を行

う制度であります。同基金の報告に基づく年金

資産の残高は79,764,091千円であり、当社の掛

金の拠出割合は12.88％となっており、この拠出

割合に基づき年金資産を計算した場合には

10,273,614千円となります。

 

　（注）　当社は総合設立代行型の東京アパレル厚生年金

基金に加入しており、当該厚生年金基金制度は

退職給付会計実務指針第33項の例外処理を行

う制度であります。同基金の報告に基づく年金

資産の残高は71,161,005千円であり、当社の掛

金の拠出割合は13.03％となっており、この拠出

割合に基づき年金資産を計算した場合には

9,272,278千円となります。

 

３．退職給付費用に関する事項 ３．退職給付費用に関する事項

(1）勤務費用 377,525千円

(2）利息費用      9,387千円

(3）期待運用収益 △4,809千円

(4）数理計算上の差異の費用処理額 △8,728千円

(5）退職給付費用 373,375千円

(1）勤務費用    338,463千円

(2）利息費用      9,406千円

(3）期待運用収益 △5,557千円

(4）数理計算上の差異の費用処理額   △11,962千円

(5）退職給付費用    330,350千円

　（注）　上記勤務費用には、厚生年金基金に係わる拠出金

275,504千円が含まれています。

　（注）　上記勤務費用には、厚生年金基金に係わる拠出金

242,952千円が含まれています。

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 ４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

(1）退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

(2）割引率  2.0％

(3）期待運用収益率  1.5％

(4）数理計算上の差異の処理年数  ３年

（発生年度の翌期から定額法で処理）

(1）退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

(2）割引率  　 2.0％

(3）期待運用収益率  　 1.5％

(4）数理計算上の差異の処理年数  　３年

（発生年度の翌期から定額法で処理）
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（ストック・オプション等関係）

前事業年度（自　平成18年２月１日　至　平成19年１月31日）

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストック・オプションの内容

 
平成14年

ストック・オプション

平成14年
ストック・オプション

平成16年
ストック・オプション

平成17年
ストック・オプション

付与対象者の区分及び数
当社取締役　１名

当社従業員　１名

当社取締役　１名

当社従業員　１名

当社取締役　　５名

当社従業員　 104名
当社従業員　１名

ストック・オプション数（注）  普通株式11,520株  普通株式 6,080株 普通株式 1,085株 普通株式　５株

付与日  平成14年12月６日  平成14年12月６日 平成17年１月５日 平成17年９月１日

権利確定条件

 新株予約権の割当を受

けた者が、当社ならびに

当社の子会社及び関連会

社の取締役、監査役、従業

員その他これに準ずる地

位にあることを要する。

ただし、任期満了による

退任、定年退職その他当

社の取締役会が正当な理

由があると認めた場合

（死亡の場合を除く。）

はこの限りでない。

 新株予約権の割当を受

けた者が、当社ならびに

当社の子会社及び関連会

社の取締役、監査役、従業

員その他これに準ずる地

位にあることを要する。

ただし、任期満了による

退任、定年退職その他当

社の取締役会が正当な理

由があると認めた場合

（死亡の場合を除く。）

はこの限りでない。

 新株予約権の割当を受

けた者が、当社ならびに

当社の子会社及び関連会

社の取締役、監査役、従業

員その他これに準ずる地

位にあることを要する。

ただし、任期満了による

退任、定年退職その他当

社の取締役会が正当な理

由があると認めた場合

（死亡の場合を除く。）

はこの限りでない。

 新株予約権の割当を受

けた者が、当社ならびに

当社の子会社及び関連会

社の取締役、監査役、従業

員その他これに準ずる地

位にあることを要する。

ただし、任期満了による

退任、定年退職その他当

社の取締役会が正当な理

由があると認めた場合

（死亡の場合を除く。）

はこの限りでない。

対象勤務期間  定めておりません  定めておりません  定めておりません  定めておりません

権利行使期間
 自　平成14年12月６日

 至　平成34年12月６日

 自　平成16年12月６日

 至　平成24年12月５日

 自　平成18年12月16日

 至　平成26年12月15日

 自　平成19年４月28日

 至　平成27年４月27日

 （注）株式数に換算して記載しております。

(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

　当事業年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数については、株

式数に換算して記載しております。

①　ストック・オプションの数

 
平成14年

ストック・オプション

平成14年
ストック・オプション

平成16年
ストック・オプション

平成17年
ストック・オプション

権利確定前　　　　　　（株）     

前事業年度末  －  － 954 ５ 

付与  －  － －  －

失効  －  －  109  －

権利確定  －  － 845  －

未確定残  －  － － ５

権利確定後　　　　　　（株）     

前事業年度末  11,520 5,440  －  －

権利確定  －  － 845  －

権利行使 11,520 5,440  －  －

失効  －  －  －  －

未行使残  －  －  845  －

②　単価情報

 
平成14年

ストック・オプション

平成14年
ストック・オプション

平成16年
ストック・オプション

平成17年
ストック・オプション

権利行使価格　　　　　　（円）  31,250  31,250  250,000  270,122
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平成14年

ストック・オプション

平成14年
ストック・オプション

平成16年
ストック・オプション

平成17年
ストック・オプション

行使時平均株価　　　　　（円）  254,911  261,640 － － 

公正な評価単価（付与日）（円）  －  － － － 

当事業年度（自　平成19年２月１日　至　平成20年１月31日）

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストック・オプションの内容

 
平成16年

ストック・オプション

平成17年
ストック・オプション

付与対象者の区分及び数
当社取締役　　５名

当社従業員　 104名
当社従業員　１名

ストック・オプション数（注） 普通株式 1,085株 普通株式　５株

付与日 平成17年１月５日 平成17年９月１日

権利確定条件

 新株予約権の割当を受

けた者が、当社ならびに

当社の子会社及び関連会

社の取締役、監査役、従業

員その他これに準ずる地

位にあることを要する。

ただし、任期満了による

退任、定年退職その他当

社の取締役会が正当な理

由があると認めた場合

（死亡の場合を除く。）

はこの限りでない。

 新株予約権の割当を受

けた者が、当社ならびに

当社の子会社及び関連会

社の取締役、監査役、従業

員その他これに準ずる地

位にあることを要する。

ただし、任期満了による

退任、定年退職その他当

社の取締役会が正当な理

由があると認めた場合

（死亡の場合を除く。）

はこの限りでない。

対象勤務期間  定めておりません  定めておりません

権利行使期間
 自　平成18年12月16日

 至　平成26年12月15日

 自　平成19年４月28日

 至　平成27年４月27日

 （注）株式数に換算して記載しております。

(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

　当事業年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数については、株

式数に換算して記載しております。

①　ストック・オプションの数

 
平成16年

ストック・オプション

平成17年
ストック・オプション

権利確定前　　　　　　（株）   

前事業年度末  － ５ 

付与  －  －

失効  －  －

権利確定  － ５ 

未確定残  －  －

権利確定後　　　　　　（株）   

前事業年度末  845  －

権利確定  － ５ 

権利行使  －  －

失効 73 ５ 

未行使残 772  －
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②　単価情報

 
平成16年

ストック・オプション

平成17年
ストック・オプション

権利行使価格　　　　　　（円） 250,000 270,122

行使時平均株価　　　　　（円） － － 

公正な評価単価（付与日）（円） － － 
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（税効果会計関係）

前事業年度
（平成19年１月31日）

当事業年度
（平成20年１月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産  

賞与引当金等 48,054千円

返品調整引当金 13,971千円

有償支給繰延利益否認額       19,914千円

退職給付引当金       48,708千円

棚卸資産評価損    140,381千円

減損損失    44,340千円

その他       40,577千円

繰延税金資産小計      355,945千円

評価性引当額      △6,072千円

繰延税金資産合計      349,873千円

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額 　   △4,283千円

繰延税金負債合計 　   △4,283千円

繰延税金資産の純額      345,589千円

繰延税金資産  

賞与引当金等       46,490千円

返品調整引当金       16,194千円

有償支給繰延利益否認額       20,147千円

退職給付引当金       60,649千円

棚卸資産評価損      145,130千円

減損損失       59,919千円

その他       55,246千円

繰延税金資産小計      403,777千円

評価性引当額     △4,697千円

繰延税金資産合計      399,080千円

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額 　   △1,458千円

繰延税金負債合計  　  △1,458千円

繰延税金資産の純額      397,621千円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.6％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項目 2.6

住民税均等割 4.9

評価性引当額 0.6

過年度未払法人税等取崩額 △29.0

修正申告に伴う課税 5.3

延滞税等 3.9

その他 1.9

税効果会計適用後の法人税等の負担率 　30.8％

法定実効税率 　　40.6％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項目 33.5

住民税均等割 27.6

評価性引当額 △1.7

過年度未払法人税等取崩額 △15.8

延滞税等 7.7

その他 △0.0

税効果会計適用後の法人税等の負担率 　　91.9％

（持分法損益等）

前事業年度（自　平成18年２月１日　至　平成19年１月31日）

　該当事項はありません。

当事業年度（自　平成19年２月１日　至　平成20年１月31日）

　該当事項はありません。
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【関連当事者との取引】

前事業年度（自　平成18年２月１日　至　平成19年１月31日）

該当事項はありません。

当事業年度（自　平成19年２月１日　至　平成20年１月31日）

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成18年２月１日
至　平成19年１月31日）

当事業年度
（自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日）

１株当たり純資産額 88,032円20銭

１株当たり当期純利益      2,567円25銭

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益
     2,522円56銭

１株当たり純資産額 85,055円51銭

１株当たり当期純利益      60円98銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

　（注）　１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

 　　　　 であります。

 
前事業年度

（自　平成18年２月１日
至　平成19年１月31日）

当事業年度
（自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日）

１株当たり当期純利益金額   

当期純利益（千円） 275,045 6,665

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

（うち利益処分による役員賞与額） (－) (－)

普通株式に係る当期純利益（千円） 275,045 6,665

期中平均株式数（株） 107,136 109,300

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

当期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） 1,898 －

（うち新株予約権） (1,898) (－)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益の算定に含めなかっ

た潜在株式の概要

新株予約権２種類

（新株予約権の数850個）

新株予約権の概要は「第４ 提出会

社の状況、１株式等の状況、(2)新株

予約権等の状況」に記載のとおり

であります。

新株予約権１種類

（新株予約権の数772個）

新株予約権の概要は「第４ 提出会

社の状況、１株式等の状況、(2)新株

予約権等の状況」に記載のとおり

であります。
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（重要な後発事象）

前事業年度
（自　平成18年２月１日
至　平成19年１月31日）

当事業年度
（自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日）

────── １.取締役のストック・オプションに関する報酬額の設定及

び新株予約権（ストック・オプション）の発行について 

　平成20年４月25日開催の定時株主総会において、当社の取

締役に対して平成18年４月27日開催の第11回定時株主総会

において決議された報酬額（年額540百万円以内）とは別

枠で、年額30百万円以内をストック・オプションとして発

行する新株予約権に関する報酬とすることを決議し、また、

当社の取締役及び従業員に対して 会社法第236条、第238条

及び第240条に基づき新株予約権（ストック・オプショ

ン）を発行することを決議しております。

（1）無償発行

 ①新株予約権の数　1,700個を上限とする。（新株予約権

１個につき当社普通株式１株）

 ②権利行使時の１株当たり払込金額　70,000円

 ③権利行使期間　平成22年４月26日から平成30年４月25

日まで。

（2）有償発行

 ①新株予約権の数　1,700個を上限とする。（新株予約権

１個につき当社普通株式１株）

 ②権利行使時の１株当たり払込金額　70,000円

 ③権利行使期間　平成22年４月26日から平成30年４月25

日まで。

　詳細につきましては、「第４　提出会社の状況　１.株式等の

状況　（8）ストック・オプション制度の内容　③第６回新

株予約権、④第７回新株予約権に記載のとおりであります。
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⑤【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

投資有価証

券

その他有

価証券

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（千円）

株式会社近鉄百貨店 137,215.793 28,815

株式会社伊勢丹（注） 617.219 765

計 137,833.012 29,580

　（注）株式会社三越と株式会社伊勢丹は、平成20年４月１日、共同持株会社「三越伊勢丹ホールディングス」を設立

　　　　し、経営統合いたしました。

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額

(千円)

当期償却額
（千円）

差引当期末残
高（千円）

有形固定資産        

建物 1,737,312 273,847
331,104

(49,833)
1,680,055 1,350,735 253,234 329,320

車両運搬具 9,644 － 351 9,293 8,054 656 1,239

工具、器具及び備品 127,283 15,679
2,565

(270)
140,398 108,223 21,686 32,174

土地 298,940 － － 298,940 － － 298,940

有形固定資産計 2,173,181 289,527
334,021

(50,103)
2,128,687 1,467,013 275,577 661,673

無形固定資産        

ソフトウェア 82,440 22,558 － 104,998 52,630 14,899 52,368

無形固定資産計 82,440 22,558 － 104,998 52,630 14,899 52,368

長期前払費用 － 67,248 7,587 59,661 － 6,642 53,019

繰延資産        

－ － － － － － － －

繰延資産計 － － － － － － －

　（注）１　当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。

建物　　　　　　イオンモール羽生店16,868千円　イオンモール水戸内原店13,625千円　イオンモール広島府中ソレ

イユ店13,293千円　イオンモール日の出店12,348千円　名古屋パルコ店9,919千円　鳥栖プレ

ミアムアウトレット店9,845千円他、売場設備の取得によるものであります。

２　当期減少額のうち主なものは次のとおりであります。

建物　　　　　　渋谷109-②店50,107千円　イオンモール神戸北店9,108千円　イオンモール水戸内原店13,768千円　

阪急百貨店梅田店9,795千円　松坂屋名古屋店8,360千円　そごう西神店2,904千円他、売場設

備の除却によるものであります。

３　「当期減少額」欄の（　）内は内書きで、減損損失の計上額であります。

【社債明細表】

該当事項はありません。

【借入金等明細表】

該当事項はありません。
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【引当金明細表】

区分
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（目的使用）
（千円）

当期減少額
（その他）
（千円）

当期末残高
（千円）

貸倒引当金（注１） 19,065 1,277 964 12,993 6,384

賞与引当金 105,256 100,040 105,256 － 100,040

返品調整引当金 34,334 39,795 34,334 － 39,795

　（注）１.　貸倒引当金の当期減少額(その他)欄の金額は、洗替による戻入額10,413千円、回収による戻入額2,580千円であり

ます。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　資産の部

ａ　現金及び預金

区分 金額（千円）

現金 6,420

預金の種類  

当座預金 1,408,269

普通預金 232,668

定期預金 330,462

別段預金 9,128

計 1,980,528

合計 1,986,949

ｂ　受取手形

イ　相手先別内訳

相手先 金額（千円）

株式会社鶴屋百貨店 44,207

株式会社ボンベルタ 21,493

株式会社ゆりかご 20,000

株式会社伊予鉄高島屋 6,000

大浦株式会社 3,189

その他 5,479

計 100,369

ロ　期日別内訳

期日別 金額（千円）

平成20年２月満期 52,186

〃 　３月 〃 34,417

〃 　４月 〃 13,766

計 100,369

ｃ　売掛金

イ　相手先別内訳

相手先 金額（千円）

株式会社髙島屋 521,266

株式会社そごう 279,650

株式会社近鉄百貨店 147,998

株式会社伊勢丹 118,109

株式会社東急百貨店 112,618

その他 2,755,503

計 3,935,147
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ロ　売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

期首残高
（千円）

当期発生高
（千円）

当期回収高
（千円）

当期末残高
（千円）

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C)

─────
(A) ＋ (B)

×100

(A) ＋ (D)
─────
２

──────
(B)

─────
365

4,259,009 27,780,886 28,104,748 3,935,147 88 54

　（注）　消費税等の会計処理は税抜方式を採用していますが、上記金額には消費税等が含まれております。

ｄ　商品・製品

区分 金額（千円）

ジュニアブランド 963,903

ベビー・トドラーブランド 893,961

ヤングレディスブランド 28,277

計 1,886,143

ｅ　原材料

区分 金額（千円）

生地 3,010

計 3,010

ｆ　仕掛品

区分 金額（千円）

ベビー・トドラーブランド 1,055

ヤングレディスブランド 7,065

計 8,120

ｇ　差入保証金

区分 金額（千円）

三菱地所株式会社 273,822

青朋ビル株式会社 259,046

株式会社東急モールズデベロップメント 91,700

株式会社大阪マーチャンダイズマート 75,190

三井不動産株式会社 71,065

その他 289,863

計 1,060,688

h　長期性預金

区分 金額（千円）

株式会社三井住友銀行 1,000,000

住友信託銀行株式会社 400,000
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区分 金額（千円）

株式会社みずほ銀行 200,000

計 1,600,000

②　負債の部

ａ　支払手形

相手先別内訳（設備支払手形を含む）

区分 金額（千円）

興和株式会社 125,867

株式会社トーマネ 106,793

三菱商事株式会社 61,382

株式会社ジイー 38,325

伊藤忠商事株式会社 24,253

その他 38,273

計 394,894

期日別内訳（設備支払手形を含む）

区分 金額（千円）

平成20年２月満期 163,611

〃 　３月 〃 139,494

〃 　４月 〃 64,135

〃 　５月 〃 27,652

計 394,894

ｂ　買掛金

相手先 金額（千円）

住金物産株式会社 293,536

三共生興株式会社 280,387

株式会社スミテックス・インターナショナル 236,565

豊通ファッションエクスプレス株式会社 93,032

株式会社スリーバンビ 60,093

その他 719,935

計 1,683,551

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ２月１日から１月31日まで

定時株主総会 ４月中

基準日 １月31日

株券の種類 １株券、10株券、100株券、500株券

剰余金の配当の基準日
７月31日

１月31日

１単元の株式数 －

株式の名義書換え  

取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番４号

住友信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人
大阪市中央区北浜四丁目５番33号

住友信託銀行株式会社

取次所 住友信託銀行株式会社　本店及び全国各支店

名義書換手数料 無料

新券交付手数料 210円

単元未満株式の買取り  

取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番４号

住友信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人
大阪市中央区北浜四丁目５番33号

住友信託銀行株式会社

取次所 住友信託銀行株式会社　本店及び全国各支店

買取手数料 （注）１

公告掲載方法

電子公告により行う。ただし電子公告によることができない事故その他や

むを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して行う。

公告掲載URL

http://www.narumiya-net.co.jp/company/ir.html

株主に対する特典
毎年１月31日現在の株主及び実質株主に対して「株主優待券」を発行する

こととしております。

　（注）１．買取手数料は、以下の算式により算出した１株当たりの金額に１株に対する割合を乗じた金額としておりま

す。

　　　　　　100万円以下の金額につき　　　　　　　　　 1.150％

　　　　　　100万円超500万円以下の金額につき　　　　　0.900%

　　　　　　500万円超１千万円以下の金額につき　　　　 0.700%

　　　　　　１千万円超３千万円以下の金額につき　　　　0.575%

　　　　　　３千万円超５千万円以下の金額につき　　　　0.375%

　　　　　　　(円位未満の端数を生じた場合には切り捨てる。)

　　　　　　ただし、１株当たり金額が2,500円に満たない場合には、2,500円とします。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）臨時報告書

  証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の異動）に

基づく臨時報告書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　           平成19年３月８日関東財務局長に提出。

(2）有価証券報告書及びその添付書類

　事業年度（第12期）（自　平成18年２月１日　至　平成19年１月31日） 平成19年４月27日関東財務局長に提出。

(3）臨時報告書

  証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の異動）に

基づく臨時報告書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　           平成19年８月23日関東財務局長に提出。

(4）半期報告書

　（第13期中）（自　平成19年２月１日　至　平成19年７月31日） 　　　平成19年10月26日関東財務局長に提出。

(5）臨時報告書

  金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号（代表取締役の異

動）に基づく臨時報告書　　　　　　　　　　　　　　　　　           平成20年３月14日関東財務局長に提出。

EDINET提出書類

株式会社ナルミヤ・インターナショナル(E02981)

有価証券報告書

65/68



第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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独　立　監　査　人　の　監　査　報　告　書

平成19年４月27日

株式会社ナルミヤ・インターナショナル

取　締　役　会　 御　中

み　す　ず　監　査　法　人

 

 
指　定　社　員
業務執行社員

公認会計士　坂　本　裕　子

   

 
指　定　社　員
業務執行社員

公認会計士　湯　浅　信　好

   

 
指　定　社　員
業務執行社員

公認会計士　村　田　征　仁

   

 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ナルミ

ヤ・インターナショナルの平成18年２月１日から平成19年１月31日までの第12期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損

益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に

財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討

することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社ナルミヤ

・インターナショナルの平成19年１月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・

フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

追記情報

会計方針の変更に記載されているとおり、当事業年度から、固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準

により財務諸表を作成している。

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　　上

 

　（※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途

保管しております。
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独　立　監　査　人　の　監　査　報　告　書

 平成20年４月25日

株　式　会　社　ナルミヤ・インターナショナル  

 取　締　役　会　御　中   

 監査法人Ａ＆Ａパートナーズ

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 坂本　裕子

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 村田　征仁

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社ナルミヤ・インターナショナルの平成19年２月１日から平成20年１月31日までの第13期事業年度の財務諸表、す

なわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行っ

た。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することに

ある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社ナル

ミヤ・インターナショナルの平成20年１月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

追記情報

　重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成20年４月25日開催の定時株主総会においてストック・オプションと

して新株予約権を発行することの決議を行った。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

　（注）　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形で

別途保管しております。

EDINET提出書類

株式会社ナルミヤ・インターナショナル(E02981)

有価証券報告書

68/68


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２沿革
	３事業の内容
	４関係会社の状況
	５従業員の状況

	第２事業の状況
	１業績等の概要
	２生産、仕入及び販売の状況
	３対処すべき課題
	４事業等のリスク
	５経営上の重要な契約等
	６研究開発活動
	７財政状態及び経営成績の分析

	第３設備の状況
	１設備投資等の概要
	２主要な設備の状況
	３設備の新設、除却等の計画

	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	（１）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	（２）新株予約権等の状況
	（３）ライツプランの内容
	（４）発行済株式総数、資本金等の推移
	（５）所有者別状況
	（６）大株主の状況
	（７）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等

	（８）ストックオプション制度の内容

	２自己株式の取得等の状況
	株式の種類等
	（１）株主総会決議による取得の状況
	（２）取締役会決議による取得の状況
	（３）株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容
	（４）取得自己株式の処理状況及び保有状況


	３配当政策
	４株価の推移
	（１）最近５年間の事業年度別最高・最低株価
	（２）最近６月間の月別最高・最低株価

	５役員の状況
	６コーポレート・ガバナンスの状況

	第５経理の状況
	１財務諸表等
	（１）財務諸表
	①貸借対照表
	②損益計算書
	③株主資本等変動計算書
	④キャッシュ・フロー計算書
	関連当事者との取引

	⑤附属明細表
	有価証券明細表
	株式
	有形固定資産等明細表
	社債明細表
	借入金等明細表
	引当金明細表


	（２）主な資産及び負債の内容
	（３）その他


	第６提出会社の株式事務の概要
	第７提出会社の参考情報
	１提出会社の親会社等の情報
	２その他の参考情報


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

